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（１）指摘事項　・・・　該当なし　

（２）監査意見　

（３）決算審査意見　・・・　該当なし

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 　・・・　該当なし　

３　組織及び業務調べ

・部の連絡調整に関すること
・部の予算経理及び庶務に関すること
・その他部内他課の所掌に属しないこと
・部の災害等危機管理対応に関すること
・叙勲、褒章、その他表彰に関すること

成長戦略・調査企画担当

１　前年度指摘事項等に対する措置等

課　　　　名 係（担当）名

・部及び商工労働施策の総合企画及び総合調整に関すること
・鳥取県経済成長戦略に関すること
・国際経済変動（経済連携協定等）対策に関すること
・中小企業ＢＣＰ策定支援事業に関すること
・鳥取県産業振興条例に関すること

総務担当

県内の大多数を占める中小商工業者に対して
は、必要性についてさらに理解促進を図るとと
もに、重要度の高い事項に絞って作成に係る
負担軽減を図った計画作成手法の導入も検討
されたい。

監　査　意　見 措置状況等
「中小商工業者へのBCP普及のための取組に
ついて」

県内中小商工業者に対してBCPの必要性についての理解促進を図るた
め、商工団体や包括連携協定を締結している損害保険会社と連携した普
及啓発セミナー等を開催し、中小企業等のニーズに合わせたBCP策定支
援を進める。
また、平成２９年度から新たに「震災等対策アドバイザー派遣事業」を創設
し、個別企業に対して専門家による簡易的なリスク診断や改善提案を行う
ことで、よりBCPへの関心を高めるための取組を進めていく。
あわせて、BCP作成に係る負担軽減を図るため、BCP策定ワークショップ
では、重要度の高い事項に絞った簡易的なBCPを２日間で作成する新た
なコースを設定し、中小企業等がBCP作成に取り組みやすくし、BCP策定
企業数の一層の増加に繋げる。

商工政策課

課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務
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４　職員の定員、現員調べ

30.4.1
現在

29.4.1
現在

30.4.1
現在

29.4.1
現在

30.4.1
現在

29.4.1
現在

30.4.1
現在

29.4.1
現在

12 11 12 11 商工労働部長含む

(  ) (1) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

12 13 12 13

0 2 0 0 0 0 0 2

0 0

1 2 1 2 一般事務１名

５ 役付職員の調べ

（平成３０年８月１日現在）

年 月

4

氏　　　　　　名

 計

0

2 4

1 1

　課長補佐 木村　公亮

島田　義徳

過不足(△)

　商工労働部長

定　　　　員

備　　　　　考

在職期間
備　　　　考

吉村　文宏

非常勤職員

職　　　　　名

　課長

臨 時 職 員

　課長補佐 4 商工政策課係長を含め３年４月

　課長補佐

　課長補佐 丸山　和彦 1 4

小川　博考 42

0梅林　一成

現　　　　員

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員
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６　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

国庫支出金 その他

4,062 0 0

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

（１）普及啓発の推進

（２）ＢＣＰ策定・改善の支援

（３）ＢＣＰシンポジウムの開催

派遣件数　４件
（うち、ＢＣＰ策定に至った企業
２社）

○企業担当者へのＢＣＰ改善
支援研修

　自社ＢＣＰの継続的な改善に活かすため、
企業のＢＣＰ担当者を対象に演習・訓練実施
方法等の研修を実施した。

・実施回数　２回
・参加企業　１５社（２１人）

実施項目 内容 実績等

　商工団体と連携したＢＣＰ策定ワークショッ
プ（１回当たり４日間の集合研修方式）を各
圏域で計５回実施し、企業のＢＣＰ策定を支
援した。

・参加企業　２１社
（うち、ＢＣＰ策定に至った企業
１１社）

○ワークショップによるＢＣＰ新
規策定支援

○個社に対するＢＣＰ新規策
定・改善支援（中小企業ＢＣＰ
策定支援事業補助金）

補助率　１／２
補助上限額　１５０千円

・補助金交付件数　２件
（うち、新規策定支援　１社、改善
支援　１社）

　平成２８年１０月２１日に発生した鳥取県中部地震から１年を経過する機会をとらえ、地震の際の事業者の事業継
続計画対応を振り返り、事業者が今後行うべき備え等について学ぶシンポジウムを実施した。
　基調講演終了後には、包括連携協定を締結している大手損害保険会社と連携して分科会を開催し、各社のノウハ
ウを活かした参加体験型のＢＣＰ訓練セミナーやシミュレーション、簡易的なＢＣＰの策定を行った。

　　実施日　平成２９年１０月２６日　　　場所　倉吉交流プラザ
　　参加企業数　７０社　　（基調講演、パネルディスカッション参加人数　１０３人、分科会参加人数　４７人）
　　　（うち、ＢＣＰ策定に至った企業　９社）

元気づくり総合戦略

（ア）

　　東日本大震災、熊本地震、鳥取県中部地震及び平成２９年の積雪被害を経て、ＢＣＰ（事業継続計画）への注目
が高まり、また取引先等による策定要請の動きなど、災害時の業務継続のみならず、平常時の社会的信用力の強
化や取引の確保・経営基盤の維持に対するニーズが高まっていることから、県内中小企業のＢＣＰ策定を促進し、
本県の産業基盤の強化を図る。

（イ）

実施項目 内容 実績等

○ＢＣＰ運用・活用セミナー等 ・商工団体の勉強会等に県職員を派遣し、Ｂ
ＣＰの概要や必要性、各種策定支援策の説
明を実施。
・経営者の関心の高い日常的な経営リスクと
ＢＣＰとの関連性を切り口とした専門家によ
るセミナーを実施。

東部１回（9/20）
中部６回（6/10、6/27、8/23、
10/26、11/7、1/29）
西部１回（6/10）
参加総数　272名

○震災等対策アドバイザーの
派遣

　ＢＣＰコンサルタント等の専門家をアドバイ
ザーとして企業に派遣し、非常時や災害時
のリスク診断を行い、業務への影響度合い
の評価や設備等の改善提案を実施。

決算額
財源内訳

鳥取元気プロジェクト

一般財源

4,062

事　　　業　　　名

鳥取県中小企業ＢＣＰ（事業継続計
画）策定支援事業
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ＢＣＰ新規策定実績（簡易的なＢＣＰを策定した企業も含む）

※下段（　）内の数字は、簡易的なＢＣＰを策定した企業数を内数で示したもの

イ 平成２９年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果及び効果

エ 課　題

・セミナーの開催による普及啓発やワークショップ等の個別策定支援に取り組むことにより、２３社（うち補助金活用
は１社、ワークショップ活用は１１社、ＢＣＰシンポジウムの分科会参加によるもの９社、自社で策定し、中国地方整
備局の認定を受けたもの２社）がＢＣＰの新規策定を行い、１社がＢＣＰの改善（ブラッシュアップ）を行った。

・鳥取県中部地震から１年を経過する機会をとらえて開催したＢＣＰシンポジウムにおいては、福祉分野等、対象分
野を広げて周知を図ったほか、包括連携協定を締結している損害保険会社と連携した分科会を企画するなど新た
な取組みを実施した結果、１００名を超える参加者があり、ＢＣＰ策定に向けた意識醸成が図られた。

・継続的な普及啓発活動を行っており、シンポジウムには１００名を超える参加者があるなど関心の高さは伺えるが
なかなか策定実績に結びついていかない点が課題となっている。

・特に中小・小規模事業者ではマンパワーやノウハウ不足からＢＣＰの重要性を認識していても策定の優先度が低
い状況にあるため、ワークショップに重要度の高い項目に絞った簡易的なＢＣＰを作成する新たなコースを導入する
などし、策定にかかる負担軽減を図ることで、企業の業種や規模にあったＢＣＰ策定を支援し、ＢＣＰ策定企業数の
増加に繋げる。

（ウ）

・ＢＣＰを策定していない企業に対して、専門家による簡易的なリスク診断や改善提案を行うことで、ＢＣＰへの関心
を高めるため、震災対策アドバイザー派遣事業を開始した。

・普及啓発においては、鳥取県中部地震の経験を活かすため、ＢＣＰシンポジウムを倉吉市で開催。包括連携協定
を締結している損保会社と連携して分科会を実施し、簡易的なＢＣＰの策定等を行った。

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 合計

13 0 12 25 27 24 20 17 23

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (15)

13 13 25 50 77 101 121 138 161

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (15)

策定
企業数

161

累計 (15)
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８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

（一般管理費）

赴任旅費 621,157 0 621,157 0 0

 旅費条例における赴任をした場
合に支給する旅費。部内該当職員
について、商工政策課へ一括で配
当。

交際費 50,000 0 20,000 0 30,000  商工労働部長等の交際費

目　　　　計 671,157 0 641,157 0 30,000

（商業総務費）

商工労働部管理運
営費

24,941,000 0 24,428,320 0 512,680
 商工行政の企画及び商工団体等
との連絡調整に係る経費。

職員人件費（商業
総務費）

460,135,000 20,006,000 476,105,546 0 4,035,454
 商工労働部長、商工政策課、産
業振興課、企業支援課、通商物流
課、市場開拓局の職員人件費

目　　　　計 485,076,000 20,006,000 500,533,866 0 4,548,134

（商業振興費）

鳥取県経済成長戦
略推進事業

1,284,000 0 851,696 0 432,304

 経済成長戦略会議の開催に要す
る経費。平成29年度は戦略の見直
しを実施し、県内企業等関係者に
よる官民会議の開催や改定後の戦
略の公表用資料の作成等を実施。
個別企業への訪問により会議開催
回数が当初の見込みより減となり
不用額を生じた。

産業政策形成事業 1,221,000 0 301,000 0 920,000

 外部委員等により構成される
ワーキンググループを設け、県内
の産業が抱える問題と対策を機動
的に検討する経費。平成29年度は
本事業による会議開催を要する案
件がなかったため不用額を生じ
た。

（主）鳥取県中小
企業ＢＣＰ（事業
継続計画）策定支
援事業

7,027,000 △ 1,615,000 4,061,730 0 1,350,270
「前年度指摘事項等に対する措置
等」及び「主な事業に関する調
べ」記載のとおり

目　　　　計 9,532,000 △ 1,615,000 5,214,426 0 2,702,574

（工鉱業総務費）

職員人件費（工鉱
業総務費）

125,010,000 7,466,000 125,167,855 0 7,308,145
 立地戦略課、産業振興機構派
遣、産業技術センター派遣（共済
費のみ）の職員人件費

目　　　　計 125,010,000 7,466,000 125,167,855 0 7,308,145

(中小企業振興費)

とっとりＥＶカー
シェア推進事業

6,800,000 △ 4,411,000 2,389,000 0 0

 ＥＶ・ＰＨＶによるカーシェア
リングの取組を行う事業者に対し
て補助金を交付した。（東部２カ
所３台、西部１カ所１台）

超小型モビリティ
導入実証事業

9,000,000 △ 6,932,000 2,068,000 0 0

 本県総合特区で目指した「e-モ
ビリティ交通サービス」の実現に
向けて、超小型モビリティの導入
実証を行う事業者に対して補助金
を交付した。（東部２カ所４台、
西部１カ所２台）

目　　　　計 15,800,000 △ 11,343,000 4,457,000 0 0

合　　　　計 636,089,157 14,514,000 636,014,304 0 14,588,853
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　（１）負担金　・・・該当なし

　予算科目（商業振興費）
  ①　国　補　分　・・・該当なし
  ②　単　県　分

- H30.1.11 H30.5.2 精算 H30.5.7 150,000

979,400 外 外 精算 H30.5.17 150,000

（H25年度） H29.12.25 H30.3.31 -

(補助率： 1/2 ） 外 外

300,000 H30.1.11 H30.4.13 H30.4.26

外 外 外

本庁執行分計 300,000

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 300,000

　予算科目（中小企業振興費）
  ①　国　補　分　・・・該当なし
  ②　単　県　分

- H26.7.2 H29.8.10 精算 H29.8.28 1,156,000

3,585,800 外 外 精算 H29.12.14 813,000

（H25年度） H26.4.15 H29.7.1 - 精算 H29.12.18 420,000

(補助率： 2/3 ） 外 外

2,389,000 H26.4.17 H29.7.20 H29.8.8

外 外 外

- H26.9.6 H29.10.18 精算 H29.12.5 420,000

3,272,086 外 外 精算 H29.12.18 805,000

（H26年度） H26.7.25 H29.9.5 - 精算 H30.2.1 843,000

(補助率： 5/6,1/3 ） 外 外

2,068,000 H26.7.28 H29.9.22 H29.10.10

外 外 外

本庁執行分計 4,457,000

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 4,457,000

（３）交付金　・・・該当なし

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行するもの）　・・・該当なし

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満の
もの

鳥取県超小型モビリ
ティ導入実証事業補
助金 八頭郡智頭町

智頭640-1
智頭石油㈱
外１件

文書ID
17-
00165362
外２件

超小型モビリティの
導入実証を行う事業
者に対して補助

とっとりＥＶカーシェア
事業補助金

八頭郡智頭町
智頭640-1
智頭石油㈱
外１件

文書ID
17-
00110842
外２件

ＥＶ・ＰＨＶによるカー
シェアリングの取組を
行う事業者に対して
補助

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

文書ID
18-
00044815
外１件
（株式会社
原田建設）

県内の中小企業者等
が専門家を活用して
事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）を策定、改善に要
す経費を助成するも
の

0

（単位：円）

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

  （２）補助金

 実施計画承認
又は内示年月日  着手年月日

間
 

接

補助対象経費

 交付決定
年 月 日

支出年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考

（単位：円）

金　　　　　額
審査・現地
調査年月日

概算
払精
算払
の別

検  　  査
年 月 日

中小企業ＢＣＰ策定
支援事業補助金

西伯郡大山町
坊領435番地1
株式会社平井
組
外１件

実績報告
年  月  日

交付申請
年 月 日

完了年月日

補 助 率 及 び
補　助　金　額

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先

 事 業 の 内 容

表の補足説明
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満の
もの
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し

た
も

の
）
　

・
・
・
該

当
な

し

１
８

　
工

事
請

負
費

調
べ

　
・
・
・
該

当
な

し
１

８
－

２
　

工
事

請
負

費
調

べ
（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）
　

・
・
・
該

当
な

し

商
業

振
興

費
単

県
鳥

取
県

中
小

企
業

Ｂ
Ｃ

Ｐ
策

定
支

援
業

務
セ

コ
ム

山
陰

(株
)

文
書

ＩＤ
1
8
-

0
0
0
3
6
4
0
8

セ
コ

ム
山

陰
（
株

）
へ

の
委

託
理

由
：
専

門
資

格
保

有
者

（
Ｂ

Ｃ
Ａ

Ｏ
（
事

業
継

続
主

任
管

理
者

）
）
が

在
籍

し
、

県
内

に
事

務
所

を
有

し
、

県
内

企
業

に
対

し
て

Ｂ
Ｃ

Ｐ
に

係
る

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

を
年

間
通

じ
て

継
続

的
に

実
施

で
き

る
の

は
、

同
社

以
外

に
な

い
た

め
。

－
－

－
随

H
3
0
.4

.1
0

（
単

位
：
円

）

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日

支
  

出
  

の
  

状
  

況

備
 　

考
契

約
期

間

　
　

 変
 更

 契
 約

 （
 最

 終
 )

履
行

検
査

年
　

月
　

日

支
出

区
分

支
  

 出
年

月
日

金
  

 　
額

契
約

期
間

H
3
0
.4

.1
2

2
9
1
,6

0
0

文
書

ＩＤ
1
7
-

0
0
2
1
1
1
4
4

【
随

契
理

由
】

２
社

か
ら

の
見

積
も

り
の

結
果

、
最

も
低

価
格

で
あ

っ
た

た
め

。

商
業

振
興

費
単

県
県

内
企

業
成

長
度

・
地

域
貢

献
度

分
析

デ
ー

タ
作

成
業

務
（
株

）
帝

国
デ

ー
タ

バ
ン

ク
精

H
3
0
.2

.2
3
8
0
,1

6
0

文
書

ＩＤ
1
7
-

0
0
2
0
9
0
0
0

【
随

契
理

由
】

県
が

別
途

購
入

し
て

い
る

同
社

の
企

業
デ

ー
タ

を
基

に
し

た
分

析
業

務
で

あ
る

た
め

。

商
業

振
興

費
単

県
鳥

取
県

経
済

成
長

加
速

化
戦

略
版

下
作

成
業

務
委

託
日

ノ
丸

印
刷

（
株

）
精
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１
９

　
財

産
に

関
す

る
調

べ

 （
１

）
公

有
財

産
　

・
・
・
　

該
当

な
し

 （
２

）
金

券
類

の
受

払
状

況

ア
　

金
券

の
受

払
状

況

受
 
入

 
額

払
 
出

 
額

　
円

　
円

　
円

　
円

郵
便

切
手

及
び

郵
便

は
が

き
1
0
,
1
9
2

4
1
,
2
9
0

4
0
,
7
4
0

1
0
,
7
4
2

収
入

印
紙

0

収
入

証
紙

0

タ
ク

シ
ー

ク
ー

ポ
ン

券
0

鉄
道

バ
ス

プ
リ

ペ
ー

ド
カ

ー
ド

0

合
　

　
計

1
0
,
1
9
2

4
1
,
2
9
0

4
0
,
7
4
0

1
0
,
7
4
2

イ
　

タ
ク

シ
ー

チ
ケ

ッ
ト

の
受

払
状

況

（
３

）
基

金
　

・
・
・
　

該
当

な
し

（
４

）
債

権
　

・
・
・
　

該
当

な
し

4
3

2
0
0

1
7
2

7
1

県
内

県
外

3
0
1
,6

6
0
円

枚
枚

枚
枚

1
3
9

0
6
5

7
4

6
8
,6

0
0
円

枚
枚

枚
枚

種
　

　
別

前
年

度
末

本
　

年
　

度
　

中
本

年
度

末

（
平

成
３

０
年

３
月

３
１

日
現

在
）

備
　

　
　

　
考

（
平

成
３

０
年

３
月

３
１

日
現

在
）

前
年

度
末

未
使

用
枚

数
本

　
　

年
　

　
度

　
　

中
本

年
度

末
未

使
用

枚
数

備
　

　
　

考
購

入
枚

数
使

用
枚

数
及

び
金

額
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２
０

　
財

産
の

貸
付

け
及

び
使

用
許

可
調

べ
　

・
・
・
該

当
な

し

２
１

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

　
・
・
・
該

当
な

し

２
２

　
職

員
住

宅
及

び
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ
　

・
・
・
該

当
な

し

２
３

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

　
・
・
・
該

当
な

し

２
５

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

２
６

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ
　

・
・
・
該

当
な

し

○
　

意
見

、
要

望
等

２
４

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

　
・
・
・
該

当
な

し

（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

　
・
・
・
該

当
な

し

（
２

）
　

物
品

の
照

合
照

合
年

月
日

平
成

２
９

年
８

月
２

１
日

現
物

確
認

で
き

な
か

っ
た

物
品

・
　

有
　

　
　

　
　

・
　

無

現
物

が
確

認
で

き
な

か
っ

た
物

品
名

　
　

（
１

）
業

務
に

関
す

る
要

望
等

　
・
・
・
　

特
に

な
し

　
　

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

・
要

望
等

　
・
・
・
　

特
に

な
し

個
　

数

-12-


